
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　整備が必要な幹線道路について、早期事業化に向けて、関係市町との継続した要望活動に取り組む。

　それぞれの路線が単年度事業として整備できるものではな
い。

・国、県道のバイパス建設及び改良整備を促進するため、各
　路線における関係市町との整備促進期成同盟会に加入し、
　国及び県等への要望活動に参加

　各整備促進期成同盟会等での総会や要望活動により、各事
業体間での情報共有、意識共有ができた。
　また、路線ごとの整備の進捗状況を確認することにより、
要望内容の修正を図ることができた。

・バイパス建設及び改良整備が必要な幹線道路について、整
　備促進期成同盟会において、国、県等に対し、早期事業
　化、整備促進及び財源確保のための要望活動を行う。

・つくば市が加盟している整備促進期成同盟会等15団体の幹
　事会・総会へ出席し、うち11団体について、国・県に対し
　て要望書の提出をするなど要望活動を行った。
・当市が会長及び事務局を務める「国道125号整備促進期成
　同盟会」の総会において、初の試みとして会議終了後に国
　道125号の現地視察を実施した。

継続

道路整備促進事業

職員のみ

01-080101-11 道路整備事務に要する経費

         8.0

         0.0

         9.0

         0.0

        10.0

         0.0

        11.0

         0.0

        11.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　国、県道のバイパス建設及び改良整備の促進を図る。

要望活動回数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

572

活動指標

建設部道路計画課

計画係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費　普通旅費（同盟会等要望活動　86,000円
需用費　事務用消耗品　112,000円、図書　30,000円、現場作業用消耗品　186,000円
設計委託料　市道概略設計委託料　12,881,000円
委託料　都市計画道路整備プログラム策定支援業務委託料　17,116,000円
負担金　各道路整備促進同盟会等負担金(14団体)　438,000円、
　　　　茨城県街路事業促進協議会負担金　22,000円、
　　　　首都圏中央連絡自動車道建設促進期成同盟会負担金　47,000円、
　　　　各河川改修期成同盟会等負担金(6団体)　766,000円

      13,443       35,223

拡充

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.50          4.50

       100.00      1,181.00

有 有

      10,914       34,689

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　組織改編に伴い、前年度まで別事業で予算を確保していた負担金（街路事業、圏央道推進、各河
川改修の期成同盟会等負担金）を統合。新規事業として、市道概略設計委託料、都市計画道路整備
プログラム策定支援業務委託料の追加。道路計画事務に要する経費へ変更

           0            0        5,000            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,529          534       26,684            0

       2,529          534       31,684            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・調査区域の長狭物調査（道・水路）、一筆地調査（筆毎の
　地番・地目・所有者・境界確認）を実施し、地籍簿を作成
　する。
・境界の測量を行い地籍図を作成する。国の認証を受けたう
　えで、地籍図・地籍簿を法務局に送付し登記する。

　葛城Ⅱ地区の事業が完了し、谷田部地区の進捗率が51.85
％となり目標を達成することができた。

・葛城Ⅱ地区(0.61ｋ㎡)　認証・登記（事業完了）
・葛城Ⅲ地区(0.57ｋ㎡)　地籍簿、地籍図の作成（本閲覧の
　実施)
・葛城Ⅳ地区(0.45ｋ㎡)　測量（長狭物・一筆地調査)

・葛城Ⅱ地区(0.61ｋ㎡)　認証・登記（事業完了）
・葛城Ⅲ地区(0.57ｋ㎡)　地籍簿、地籍図の作成（本閲覧の
　実施)
・葛城Ⅳ地区(0.45ｋ㎡)　測量（長狭物・一筆地調査)

継続

地籍調査の現地調査に関する事業

一部委託

01-080406-11 地籍調査に要する経費

        85.0

         0.0

        85.3

         0.0

        85.5

         0.0

        86.0

         0.0

        86.4

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

国土調査法

第６次国土調査事業10ヶ年計画（平成22年～31年）

　法務局に備え付けの公図（字切図）は、現状と整合してい
ない不完全なものが多いことから、地籍調査を実施すること
でその解消を図る。

つくば市地籍調査進捗率【筑波(97％)・大穂(88％)・豊里(100％)・桜(100％)・茎崎(100％)とほぼ完了し
ている。谷田部地区が約50％と遅れている】

市地籍調査進捗率

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

574

成果指標

建設部道路計画課

地籍調査係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

地籍調査事業測量業務委託　18,821千円
長狭物調査時刈払業務委託　295千円
地籍補足測量委託　638千円
推進員報酬・報酬費・旅費　1,058千円
需用費　858千円
役務費　57千円

      48,929       42,488

終了

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         3.00          2.00

       290.00        126.00

無 無

      22,053       14,427

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　R１年度から地籍調査に関する事務事業を１つにまとめる。

      10,000        8,450        9,200            0

       5,000        4,225        4,600            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      11,876       15,386        7,927            0

      26,876       28,061       21,727            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・次年度の新規調査地区を正式決定し、調査素図の作成、区
　域界の復元作業、資料の整理等を行う。

　次年度調査地区である葛城Ⅴ地区の地籍調査事業がスムー
ズに着手できる。

・葛城Ⅴ地区(平・大白硲・小白硲・柳橋・新井　面積0.35
　平方キロメートル)の調査素図作成及び区域界を復元

・葛城Ⅴ地区(平・大白硲・小白硲・柳橋・新井　面積0.35
　平方キロメートル)の調査素図作成及び区域界を復元

継続

地籍調査の総合計画に関する事業

一部委託

01-080406-11 地籍調査に要する経費

        73.0

         0.0

        62.0

         0.0

        57.0

         0.0

        45.0

         0.0

        35.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

国土調査法

第６次国土調査事業10ヶ年計画（平成22年～31年）

　地権者数、筆数、土地の形状等を考慮しながら年度毎の適
正な規模の地区を決定し、事業の早期完了を目指し計画的に
事業を推進する。

調査素図作成面積

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

575

活動指標

建設部道路計画課

地籍調査係

ha



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

小白硲地区調査図素図作成業務委託　3,817千円
小白硲地区区域界復元測量業務委託　5,544千円
県国土調査推進協議会負担金　111千円

      14,622       14,345

終了

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          1.00

         0.00         95.00

無 無

       7,107        7,293

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　R１年度から地籍調査に関する事務事業を１つにまとめるため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       7,515        7,052        9,472            0

       7,515        7,052        9,472            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・地籍調査の成果を地籍情報管理システムに入力、管理し、
　各種の情報を提供する。

　境界確定、土地の分合筆等の資料及び公共事業測量等の資
料として活用された。

・システムへの地籍調査の成果入力を行い、広く情報を提供
　する。

・地籍調査システムに成果を入力した。
・測量図等について、806件の情報を提供した。

継続

成果品の管理に関する事業

職員のみ

01-080406-11 地籍調査に要する経費
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国土調査法

　地籍調査の成果を地籍情報管理システムに入力し、各種の
情報を関係機関及び一般に供する。
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法定事務
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共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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コストの推移
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概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

地籍情報システム機器賃借料　849千円
土地情報総合システム保守料　433千円
修正測量委託料　2,500千円

       8,627        8,419

終了

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。
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　R１年度から地籍調査に関する事務事業を１つにまとめる。
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